
貸    借    対    照    表 
（2024 年 3 月 31 日）           単位：円 

 

科目 金額 科目 金額
（資産の部） （負債の部）
流　動　資　産 782,714,461 流　動　負　債 480,478,688
現金・預金 444,923,885 工事未払金 272,576,972
受取手形 0 兼業事業未払金 15,689,120
電子記録債権 0 短期借入金 0
完成工事未収入金 71,897,517 一年未満長期借入金 0
賃貸料等未収入金 0 未払金 73,837,753
兼業事業未収入金 19,391,790 固定資産購入未払金 0
未成工事支出金 14,131,583 未払法人税等 74,316,700
材料貯蔵品 0 未払費用 1,136,366
前払費用 122,660 未成工事受入金 34,679,277
繰延税金資産 0 預り金 952,010
未収収益 0 賞与引当金 7,253,800
未収入金 6,500,715 リース債務 36,690
未収法人税等 未払消費税 0
未収消費税 225,782,785
仮払金 254,526
工事仮払金 0
仮払税金 0
貸倒引当金 -291,000
固　定　資　産 34,827,447 固定負債 708,602
有 形 固 定 資 産 1,947,375 長期借入金 0
建物・構築物 1,880,638 長期リース債務 27,545
機械装置・運搬具 0 退職給付引当金 681,057
工具器具・備品 66,737
土地 0 負　債　合　計 481,187,290
建設仮勘定 0
リース資産 0 （純資産の部）
無 形 固 定 資 産 330,000 株主資本　計 336,354,618
ソフトウェア 0 資　本　金 150,000,000
電話加入権 330,000 利　益　剰　余　金 186,354,618
投　資　等 32,550,072 利益準備金 12,000,000
投資有価証券 7,000,000 繰越利益剰余金 174,354,618
破産債権、更生債権等 6,484,000   
長期繰延税金資産 16,227,812 自　己　株　式 0
長期保証金 9,322,260
前払年金費用 0
貸倒引当金 -6,484,000

評価差額金等　計 0
純 資 産 合 計 336,354,618

資　産　合　計 817,541,908 負債及び純資産合計 817,541,908



 

 
個別注記表 
1．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

該当事項はありません。 
2．重要な会計方針 
   （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法は下記の通りです。 
        評 価 方 法  未 成 工 事 支 出 金 ・・・・ 個別法による原価法 
               材  料  貯 蔵 品 ・・・・ 移動平均法による原価法 
        個別法による原価法 
 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
   （２）固定資産の減価償却の方法 
       (ⅰ)有形固定資産（リース資産を除く） 
            定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属施設を除く）平成

28 年 4 月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）によっており

ます。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ 

ております。 
(ⅱ)小額減価償却資産 

取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の小額減価償却資産については、3 年間均等償却に

よっております。 
(ⅲ)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 
 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年間)に基づく定

額法を採用しております。 
(ⅳ)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数として算定する方法によっております。 

   （３）引当金の計上基準 
(ⅰ)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 
(ⅱ)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見積額を計上しております。 
(ⅲ)受注工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、会計期間末受注残高のうち、工事原価の発生見込み額が

受注金額を超過する請負工事について、その超過額が合理的に見積もり可能となったもの

についてその超過見積額を計上しております。 
 



 

(ⅳ)退職給付引当金（前払年金費用） 
従業員の退職給付に備えるため、当会計期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき当会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数（5 年）に

よる定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数以内の一

定の年数(11～14 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 
（４）収益認識に関する会計基準の適用 

「収益に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）等を第 47 期の期

首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 
   （５）その他の会計方針 

(消費税等の会計処理) 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

  
３．貸借対照表の注記事項    

(１)受取手形裏書譲渡高          0 円 
(２)有形固定資産の減価償却累計高   

建物・構築物      1,760,829 円 
機械・運搬具         0 円 
工具器具・備品     2,805,569 円 
リース資産           0 円 

 (３)支配株主に対する金銭債権及び債務 
短期金銭債権     74,566,626 円 
長期金銭債権        509,760 円 
短期金銭債務     128,904,042 円 
長期金銭債務               0 円 

以 上 


	以　上

